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中国における企業グループの形成
徐　　德　明
1.はじめに
本稿では,まず中華人民共和国成立から対外開放･国内改革の政策実施
までの工業企業の成長過程と問題の所在を明らかにする｡次に,国有企業
改革の一環としての企業組織再編のプロセスを整理し,そのプロセスを通
じてどのような企業間関係が形成されてきたのかを検討する｡最後に企業
グループの形成は企業組織再編にどのような役割を果たしたのかを考察す
る｡
2.経済改革以前の工業化の過程と諸問題
1949年の中華人民共和国成立当時,工業企業はわずか12万社しかなかっ
た1｡その多くは生産規模が小さく,機械設備も簡単であった｡またその
中には,数多くの修理工場と手作業工場が含まれていた｡その固定資産総
額は120億元,その総生産額は142.2億元にすぎなかった2｡その後78年ま
での約30年間に,国有工業企業の固定資産額は3,002億元に増大し,その
総生産額は3,289億元に上昇し,それぞれ約49年の25倍, 23倍になった3｡
また,その30年間において,中国政府は重工業優先の資源配分政策を実
施していた｡このような政府の主導による資源配分政策によって, 78年ま
でに比較的整った近代的工業体系が構築された｡それは製造業全体の生産
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高に占める機械産業の生産高の比率が1952年の11.4%から1978年29.9%に
上昇した4ことから間接的に伺われる｡というのは,機械工業が加工業で
あると同時に,設備工業でもあるからである｡その発展は近代的工業体系
の中核となるものである｡中国のこのような産業構造は後発国のものとし
ては際立ったものといえる｡
しかし,製造業の大部分は国家所有制であり,政府支配の下で独立的に
経営ができないことや,結果の平等を重視する分配制度などの計画経済シ
ステムの弊害は,中国経済の発展の支障となった｡それらの弊害は,産業
構造,製品構造,企業組織を歪め,資源配分の非効率性をもたらした｡
例えば,産業構造の歪みについては,李国強氏は次のように指摘してい
る｡ ｢1978年に中国の鋼材は農業と農業機械のメンテナンスに15.5%,軽
工業市場に11.7%しか使用されなかった｡銑鉄は農業機械のメンテナンス
に3.6%,軽工業市場に1.1%しか使われなかった｣｡そして,当初,アメ
リカをはじめとする先進国から封じ込められていたために,外国の市場に
進出することもできなかった5｡また,品質よりも数量のほうが重視され
ていた従来の経済体制の下では,行政所轄部門にせよ,企業部門にせよ,
新製品の開発に積極的にヒト,モノ,カネを投入するインセンティブはほ
とんど存在していなかった｡小宮隆太郎(1989)は,第一汽車製造廠が30
年近くにわたってモデルチェンジなしに同じ設計の自動車を生産し続けて
いたという例を取り上げた6｡それは,企業側が技術革新,新製品開発に
取り組む意欲を持っていないことを示している｡そこから,改革以前の企
業の生産活動は,長年にわたって同一技術水準での重複生産に過ぎなかっ
たことがわかる｡これは技術的要素を多く含む高付加価値の最終製品の比
率が少ないという製品構造を作り出した主な原因となっていた｡さらに,
小規模の企業の建設が重複し,かつ立地が分散しているため,分業による
専業化や規模の経済などのメリットが得られていなかった｡経済体制改革
以前の経済では,上記のような弊害が年を追うごとに顕著になっていた｡
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3.経済改革以前の企業間関係
この節では改革開始以前の政府と企業の関係および企業組織の特徴を検
討する｡
3.1改革以前の政府と企業の関係
1978年の改革まで,中国の国有企業は,大別して｢全民所有制企業｣と
｢集団所有制企業｣に分けられていた｡ ｢仝民所有制企業｣は,労働者全員
が企業の資産を所有する企業であり,そのほとんどが中央官庁によって直
轄されていた｡ ｢集団所有制企業｣は,一部分の労働者が企業の資産を所
有する企業であり,一般には地方政府によって管轄されていた｡
中央政府と地方政府の産業管理部門は総合管理部門と業種管理部門に分
けられる｡中央政府の場合,総合管理部門は,国務院に直属する総合業務
の部･委員会(日本の省に相当する)の中で,企業の管理に直接に介入し
ないものを指す｡国家経済体制改革委員合,国家経済貿易委員合,国家計
画委員会,行政部,国内貿易部などがそれであった｡業種管理部門は国務
院に直属する企業の管理に直接に関わる部門であり,冶金工業部,機械工
業部などがそれであった｡そして,省,市,県などの地方政府も同様の二
種類の部門を持つ｡企業は中央ないし地方のいずれかの業種管理部門に属
することになる｡例えば,鉄鋼企業の業種主管部門には中央政府の国務院
冶金工業部または地方政府の冶金工業局のようなものがあった｡図1はこ
の両者の関係を示している｡だだし,一部には,二重支配,被支配関係に
あるものもあるし,重層的支配･被支配関係にあるものもある(図2)｡
図2が示しているように,中央官庁が直轄する企業は,比較的に単純な
従属関係にある｡また,中央政府と地方政府の双方から指導･監督を受け
る企業もあり,これを二重被支配企業という7｡他方,地方政府が管轄す
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〔国家工業部門〕　　　　〔国家総合部門〕
図1　行政機関と工業企業の関係9
出所:劉鉄民(1995), p.660
る企業にはそれを管轄する政府機関が,重層的に存在するケースが多かっ
た｡例えば,上海市の場合には,国有企業は一般に上から順に委員会(ま
たは弁公室),局,行政性公司の3レベルの組織によって重層的に管理さ
れていた8｡
この支配構造の特徴は,意志決定権の政府機関への集中と市場メカニズ
ムの排除にある｡意志決定権の政府機関への集中とは,企業のすべての経
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地方固有企業 二重指導国有企業 中央国有企業
図2　国有企業別の政府と企業の関係
出所:張力軍(1993), P.290
済活動を,ピラミッド形の計画経済組織の頂点にある政府計画部門が計画
により策定するという形をとったことを指す｡そうした計画は,上位の政
府計画部門が下位の生産及び流通企業に与える指令により遂行されていた｡
原材料,中間部品,機械設備などの資源配分は市場メカニズムでなく,上
部の指令によって行われていた｡工場の拡大･新設は国家の基本建設計画
によって実施され,個々の企業が行うことができなかった｡また,人的資
源の配分も政府人事部門を通じて統一的に行われていた｡さらに,企業の
生産物も政府商業部門によって統一的に購入･販売されていた｡
これは企業にとって,ヒト,モノ,カネを調達する自主権と,生産,販
売を管理する自主権がすべて奪われていたことを意味する｡つまり,この
ような計画経済管理制度の下では,政府を媒介としない企業間の直接の取
引はありえなかった｡
3.2　改革以前の中国企業組織の特徴
中国の国有企業は大企業にせよ,小企業にせよ,ほとんどの生産機能や
社会福祉機能を内包している｢大両全,小而仝｣と呼ばれる中国企業の共
有の特徴を備えてきた｡このような特徴は長年の戟争の経験と,中国封じ
込めの国際環境によって生まれたものである｡この特徴については関満博
氏が次のように指摘している｡
｢中国企業は例えば小型モーター専業メーカーであるならば,モーター
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製造に関連するすべての機能を保有している場合が多い｡おそらく,モー
ター製造に関連して,設計,鋳造,切削加工,鉄芯のプレス,巻線,組立,
塗装,検査等のプロセスに分けられるであろう｡そして,中国企業の多く
はそれらの工程をすべて保有するというフルセット型の構造になっている｡
これに対して,日本企業,例えば,モーターメーカーである東芝,三菱電
機,富士電機などはせいぜい設計と検査程度を内部化し,その他の工程は
工程別に中小企業に外注している場合が多い｡さらに,中型モーターのよ
うなすでに付加価値の低くなった汎用の製品は完全に中小企業に任せるな
どのOEM生産(相手先ブランドによる生産)に移っていることもごく当
たり前の現象であろう｣ loo
この特徴は中国企業間の分業,協業の欠如をもたらした｡また,企業間
の分業･協業の欠如のために,一層｢フルセット型の構造｣をモデルとす
ることになり,そのために小規模投資による分散と乱立の現象が顕著にな
るというような悪循環が引き起こされた｡この結果として,希少な生産資
源の分散というような非効率的資源配分問題が生じた｡
企業組織内部における分業のメリットと同様,企業間の分業のメリット
は基本的にアダム･スミスのピン製造の例と同様であると考えられている｡
即ち,各企業がそれぞれある生産工程の一部に特化して,分業による専業
化を達成することはピン製造の例と同じく,生産効率と技術水準を向上さ
せることができるのみならず,自己完結型の下での多種多様な機械設備の
保有による設備の稼働率の低下も回避することができる｡反対に言えば,
企業間の分業の欠如によって以上のような分業のメリットは享受できない
ということになる｡
次に,中国企業のもう一つの特徴は, ｢行政機関の生産部門｣というも
のである｡行政機関の生産部門は,企業が政府機関に隷属して,生産,経
営における意志決定の機能を持たず,実際に行政機関の一部署にすぎない
ものである｡これは上述したような集権的計画経済管理制度そのものに直
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接的に関わるものである｡この｢行政機関の生産部門｣の特徴は具体的に
次のようなものである｡
①政府が企業の生産活動をコントロールするには,価格調整ではなく,
数量調整を行う｡
②企業は独自の経営や発展の目標を持っていない｡企業の主要な任務は
定められた生産計画通りに,生産を行うことのみである｡企業業績は生産
計画の完成度によって測られるということになる｡
③政府は企業に対して,無償で資金を供給し,同時に利潤を全額上納さ
せ,設備減価償却費をも回収する｡他方,たとえ企業が破産寸前の状態に
陥ったとしても,政府の財政支出で維持されるがゆえに,企業には倒産す
る心配がなかった｡政府は企業に対して無限の責任を負っていた｡つまり,
企業の経済上の損益は企業そのものとは関係がなく,すべて政府が負うも
のとされる｡
(彰企業は従業員に賃金を支払うのみならず,医療,老後保障,住宅,幼
児保育などのサービスをも提供していた｡企業は従業員に対して無限の責
任を負っていた｡
①～③は企業の生産･経営機能に関わるものであるが, ④は明らかに社
会福祉の機能に属するものである｡上述した内容から見れば,改革以前の
中国企業は生産･経営に当たっての意志決定者ではなく,指定された生産
を行う政府の生産部門にすぎない｡
また,図1から,企業は重層的に支配されていた｡小宮隆太郎氏は日本
の企業の持つ機能に照らして上述したような中国企業の現状を考察した上
で, ｢中国には企業が存在しない,あるいはほとんど存在しない｣と結論
付けた11｡
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4.企業グループの形成
以上に述べた①従来の政府と企業の縦の管理制度の欠陥, ②企業自身の
組織構造の問題である｢大而仝｣, ｢小而仝｣による企業間の協業の欠如,
③ ｢行政機関の生産部門｣であることによる企業の機能の不完全などの問
題は, 1978年以後強く認識されるようになった｡これに応じて国有企業改
革の一環として企業組織の再編が開始された｡
この節では,改革以後の企業組織再編過程を四つの段階に分けて説明す
る｡企業グループもこの過程で形成されてきた｡ここで,企業グループを
軸にして,企業間の関係はどこまで進んでいるかについて検討を行う｡そ
して,従来の企業組織の再編の効果を明らかにする｡
4.1初期段階(1978-86年)
この段階は企業グループの形成のための外部環境と内部環境を整備しよ
うとする準備段階である｡それは企業性公司(｢公司｣とは｢会社｣の
普)の組織化によって, ｢行政機関の生産部門｣から普通の企業-と機能
転換を行うための環境整備のことである｡
4.1.1企業性公司の登場
1970年代末に展開された中国の企業組織の改革は,企業性公司の組織化
から始まった｡企業性公司とは行政機能を兼ねず,普通の企業として経営
される会社のことである｡その特徴は独立法人格を持ち,それに所属して
いる工場と事業部門を代表して会社の生産･経営活動を統一的に管理し,
独立採算を実行し,損益に対して責任を負う経済主体である12｡この場合
の統一管理はこれまでの行政の指導によるものではなく,経済組織･経済
手段によるものである｡その目的は,主に専門的分業による協業と大量生
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産という近代的な生産方式を確立することにある｡中国南京無線電信公司
の例を用いて,企業性公司の実態を明らかにする｡
｢中国南京無線電信公司は37の工場と一つの設計所からなってお
り, 30,000人の職員･労働者, 1,800人の技術者を有している｡公司は法
人格を持ち,政府から独立して他の企業と取引を行なう権利を有しており,
企業の経営の目標･方針･政策について意志決定を行い,生産･技術･財
務･供給･協業･販売及び組織再編･研究開発･人事などに対して統一的
に管理している｡経営組織として公司の経営活動を指導する政策決定機関
として理事会(取締役会)があり,公司総経理(社長)が提出する長期発
展計画,大きな工場建設や研究開発のプロジェクト,年度の予算･決算を
審査する｡社長は理事会において選出され,日常の経営管理を行う｡そし
て公司に所属する工場では共産党委員会指導のもとで,職員･労働者代表
大会制がとられ,集中指導と民主管理が結びつけられている｣13｡
公司はその上層部の機械工業部が下達した生産計画を実現してから,市
場需要に対する計画外の生産を行い,または他の企業から依頼加工業務を
引き受けることができる｡
また,公司の各所属工場は公司が決めた生産量を完成する責任を負う｡
しかし公司は異なる所管部門に所属しているいくつかの企業から構成され
ているために,各所属工場は元の所有制との経済的つながりが残っている｡
このような企業性公司の形態によって,企業に対してこれまでの｢重層
的行政管理｣体制を改めることが可能になった｡また,公司の経営者の意
志決定権が拡大され,ある程度企業としての機能を果たせるようになった｡
また同業種の多数の工場を包括する企業性公司の形態は,所属工場の間に
分業による協業関係を形成するように調整することによって, ｢行政機関
の生産部門｣を特徴とする企業組織の欠陥を是正することに役立ったと思
われる｡
1978年のはじめから1982年末にかけて,北京,上海,天津などの17の省
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と市の地方レベルで設立された企業性公司と,国務院の38の部門で設立さ
れた全国レベルの企業性公司のもとで,合計18,288社の企業が連合した｡
1982年に,このような公司は中国全体の工業生産額の43.2%,利潤の39.2%
を占めることになった14｡
4.1.2　政府主導による企業連合
1978年の中国共産党第11期第3回会議以降,改革開放の政策が実行され
ると同時に,国有企業間の｢横の連合｣が始まった｡横の連合とは企業間
では,政府機関を通じることなく,原材料や部品や資金などを取引する関
係である｡
1980年7月1日に,国務院は｢経済連合推進に関する暫定規定｣を公布
した｡ ｢規定｣において国務院は長所を生かし短所を避け,優位性を発揮
し,競争や連合を促進するという方針を打ち出し,横の連合の実験を推進
した｡ ｢規定｣の主な内容は以下のものである｡
横の経済連合の対象には,まず人材,資金,財などの生産要素,および
産出,販売,研究,技術サービスなどの部門が挙げられた｡次に,地域間
おける連合の対象には,経済の発達地域と後進地域の連合,軽工業品や原
材料の生産地域と加工地域間の連合,地域間の技術移転と連合,地域間の
流通機関などがあげられた｡
｢規定｣の第3条では,原材料産地と加工地域との連合を推進すべきこ
とが特に強調された｡というのは,経済改革では地方の生産自主権が認め
られたことを契機に,各地で農村工業が急速に発展した結果,都市におけ
る工場には原材料が送られず,工場の正常な生産が維持できなくなったか
らである｡ ｢規定｣の狙いは①地域間,産業間及び企業間の補完関係によ
る効率性の向上や資源の集中化で経済改革を速めること, ②地域間閉鎖を
打破し,農村の中小企業と都市の大企業との衝突を緩和し,投資の重複や
無駄な生産を回避することにあった｡
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以上のような国務院の｢規定｣の狙いは以下の四つのものである｡
(ヨモノやカネなどの資源を国家の重点産業に配分すること｡
②地域間閉鎖,部門分割を打破すること｡
(彰工場の重複建設や,盲目的な生産を防止すること｡
④企業間の分業拡大により,資源配分上の効率性を向上させること｡
当時,各国有企業が所属する政府機関の抵抗を和らげるために,国務院
は, ｢規定｣において経済連合を組織する際に,所有関係,支配関係,財
務関係について許可を得ずに変更してほならないという｢三不変｣原則を
明記した｡ ｢三不変｣原則は企業を管轄する政府機関の支配権限や利益を
尊重することにより,本来法的な根拠のない中央官庁所有と地方政府所有
を実質的に承認することであった｡これは中央政府が横の連合の政策をス
ムーズに遂行するために企業を支配する政府機関に対して示した一種の妥
協策であった｡
その後, 1984年10月に,国務院は｢経済体制の改革に関する決定｣を公
表した｡この｢決定｣において国務院は社会主義的商品経済という概念を
明確に提示したと同時に, ｢社会主義的商品経済の発展は横の経済連合を
条件にしている｡従って,商品経済を遂行しようとすれば,横の経済連合
を推進しなくてはならない｣と指摘した｡ ｢決定｣の目的は,国有企業を
権利と義務を共に持つ独立企業法人に転換させること,行政と企業の分離
や国有企業の所有権と経営権の分離を実現することにあった15｡というの
は,企業に生産･経営自生権を与えたとしても,所有権と経営権の分離が
なければ,その自主権は政府機関に支配される恐れがあり,真の経済連合
も不可能であるからである｡
この｢決定｣の目標を実現するするために, 1986年に｢民法通則｣, 88
年に｢企業法｣が制定された｡それから,法律上企業の所有確と経営権と
の分離を規定することにより,企業の生産･経営上の自主権は原則として
保証されるようになった｡この意味では,この決定の公布を契機に,企業
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に対する改革は,企業の経営のあり方から企業の所有制へと転換され,そ
れ以降の経済改革の方向付けを示すことになった｡またその｢決定｣は,
経済連合を形成するにあたって,従来の政府機関の関与を緩和するような
役割を果たしたと考えられる｡
しかし, 1980年代半ばから,財政請負制を軸とする地方政府への権限委
譲を契機に,地方政府の幹部も経済的利益を追求するようになった｡ただ
し,これは,地方エゴイズムの台頭,短期的利益の追求につながった｡各
地方政府の幹部は,利益率の高い自転車,ミシン,テレビ,その他の耐久
消費財の生産に競って投資した｡その結果,それらの生産は急速に拡大し,
過剰生産状態となった｡このため各地の政府は地元の企業を保護するため
に,他の地域からのより安価で品質の良い製品が入るのを妨げるようにし
ていた｡こうした保護主義は地域間の経済交流と分業の形成を妨げ,経済
の発展を阻害したので,多くの経済学者に批判された｡また,横の経済連
合の進展の中で,保守派は,既得権益を守るために,企業を管轄する政府
部門が看板を変えて企業連合を設立した｡このような企業連合は依然とし
て行政手段によって管理する｢政府機関の生産部門｣である｡
そこで, 1986年に,国務院は,再び｢横の経済連合の推進における若干
の問題に関する規定｣を公布した｡ ｢規定｣において国務院は｢国務院の
関連部門と各級地方政府は,経済連合に利己主儀的な干渉をしてはならな
い｡連合組織は企業性格を有するものであり,行政的な機関に変えてはな
らないというように,中央官庁と地方政府の幹部を戒めた｡
このように,一連の中央政府の政策は,保守派の抵抗を排除しながら,
さまざまな側面から企業間の連合の発展を促進した｡例えば,山西省と上
海市は石炭の取引,技術･資金･人材などの交流と協力,湖北省の武漢鉄
鋼コンビナートと山西省政府の物資局･石炭局は,鉄鋼や石炭の取引を行
っていた｡
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4.1.3　経済連合の状況
表1が示しているように,工業部門の所有別企業数の｢その他｣は,経
済連合の急速な発展の様子を反映している｡ ｢その他｣には,仝民所有制
企業と集団所有制企業の連合,全民所有制と私営企業の連合,国有企業と
外資企業の合併, 100%の外資企業が含まれる｡ 1979-86年の各種の外資
導入額は250.93億ドルに上った16｡それでも, 92年の統計によると,上海
では,全民所有制企業と集団所有制企業による連合企業の総生産高と総売
上高は,まだ, ｢その他｣の類型全体の34.6%, 34.5%を占めた17｡表1
の統計から86年の段階の｢その他｣の企業形態には,国内における異なる
所有制企業間の連合がかなり多かったことを示唆しているであろう｡
企業間の連合は,その機能別に①生産連合, ②技術連合, ③取引連合,
④資本連合の四種類に分けられる｡そのうち,生産連合のケースがもっと
も多かった｡
次に,上海における企業間連合の例を用いて,その実態を見てみよう｡
表2は上海市の工業企業の連合の状況を示している｡ 86年に連合企業は
全国の26.4%を占めている｡しかし,そのうち,地域間の連合は半数にと
どまり,地域間の連合が難しいことを示唆している｡
上海市では企業間連合の特徴として,約7割の企業が生産する商品が国
や省･市レベルの優秀賞を得たブランド品となっている点にある｡例えば,
表1所有別の工業企業の推移(単位:万社)
合計　　　　仝民所有制　　集団所有制
37. 73
38. 15
38. 86
39. 25
43. 72
46. 32
49. 93
出所:国家総計局(1990), p.120
0　123　456808　8　8　8　〔バ)9　91　1　1　1　1　1　1 4　2017003　464368　89 4　5780740　0　120　00
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表2 1986年の上海市工業企業の企業間連合の状況
項目　　　　　　　　上海(A)　　全国(B)
連合企業数
そのうち地域間の連合
連合経営に参加している企業数
投入資金(億元)
生産高(億元)
6, 823
3, 653
15, 740
110
286
出所:胡樹衝(1987), p.70
上海のブランドである｢鳳風｣ ･ ｢永久｣自転車を製造するために,江蘇
省,漸江省の自転車企業は,それぞれ上海のメーカーの協力を得て自分の
地域に完成車工場や部品工場を作った｡それによってブランド商品の生産
規模を拡大した｡当事者の一方は生産拡大には工場用地が狭く,労働力も
不足しており,他方の側は技術や管理の能力が弱く,全国で知られるブラ
ンドを有していない18｡そこで相互に補完関係が成立したのである｡上海
側の企業(A)は新製品開発,販売およびアフタサービスに重点を置き,
上海市の周辺地域にある企業(B)は主に生産に集中する｡両者の間には,
技術開発(A) -生産(B) -販売(A)というような分業関係が形成され
た｡これは企業グループへ発展していくための基盤となった｡
このように, 1978-86年の7年間にわたって中国企業は,企業性公司の
設立と横の連合を経過して,企業性公司の内部分業と企業間の分業が形成
されるようになった｡ ｢行政機関の生産部門｣が改善され,しかも生産要
素及び生産技術における企業間の相互補完関係が結ばれるようになった｡
しかしながら,継続的かつ安定的な分業関係が形成されるために,この
ような緩やかな企業連合には限界がある｡しかし,それによって相互関係
が密接な企業グループへと転換する準備ができた｡
4.2　生成段階(1986-88年)
1986-88年は,企業連合が横の連合を基礎に企業グループへ生成した期
0 4 0 0 4 4 5 98　9　4.91　　つり45 4　69516　48092　21　41
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間である｡前段階における企業間の横の連合の実績から,連合は生産力の
発展と利益の向上に対して有効な手段であると認識されるようになった｡
しかしそれと同時に,緩やかな生産･経営連合体では集団としての発展戦
略を立てづらいこと, ｢三不変｣原則のもとでは連合体のさらなる発展が
困難であること,連合の核心となる企業が存在していないため,結束力が
弱いなどの欠陥を持っていることも,多くの学者や企業家などに認識され
た｡したがって,政府の工業管理部門は,外国の企業組織の管理方法を参
照し,企業グループを創設することを提案した｡それを契機に,従来の経
済連合体と公司を企業グループと名付けるものが見られるようになった｡
4.2.1企業グループの概念とその促進政策
中国における企業グループの概念は,政府の見解によれば,次の四つの
内容を持つものとされる｡ ①企業グループは独立的法人資格を持ついくつ
かの企業から構成される連合体であること, ②グループの中核企業はグ
ループ内のどのメンバーにどれぐらい投資するかを決めるような機能を持
つ大企業であること, ③ヒエラルキー的な組織構造を持つこと(中核企業
のほかに,緊密層,半緊密層,協力層), ④企業グループは所有権,経営
権,協力関係などの多種の繋がりを持つ有機体であることの四点である19｡
1987年に,国家経済体制改革委員会と国家経済委員会は,共同で｢企業
グループの組織化と発展に関する若干の意見｣ (以下｢意見｣と略)を公
布した｡これは中国政府が初めて出した企業グループに関する政策的提案
である｡この｢意見｣は企業集団の意義,企業集団の組織の原則･条件,
企業集団の内部管理,企業集団発展の外部条件などの五つの内容を含む｡
この｢意見｣は,企業グループの発展は｢縦割り･横割り支配を打ち破
り,企業のワンセット主義の状況を改めることができる｡また,協業関係
を発展させ,生産要素の最適結合と資源の合理的な配分,合理的な経済規
模の確立を促進し,行政管理と企業経営の分離,政府機能の転換に役立つ
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と指摘した｡
そして企業グループの組織上の原則は,自発性と相互の利益,積極的な
指導,競争の促進と独占の防止,優れた組織と構造の合理性,そして科学
技術に依拠した持続力の強化にあるとされた｡
またその組織の条件は｢①多層の組織構造を持つ経済組織で,その中核
層は独立的な法人の資格を持つ企業法人あるいは事業法人(専門学校,大
学科学技術開発機関など)であること②一定の経済力と有力な製品を持つ
いくつかの大中型企業あるいは事業法人を主体として,経済･技術上の関
係のある多数の企業と事業単位から構成されている企業連合体であること
③一般に産業に重要な地位を占め,生産･販売･サービスなどの複合的経
済力をもつものであること｣としている｡
企業集団の内部管理については, ｢緊密な連合をなす企業を核心層と呼
び,これは集団公司として資産,経営の一体化を徐々に行う｡やや緊密な
連合をなす企業を連合層と呼び,これらの企業は資金や設備,技術,特許,
商標などを評価して相互投資を行い,グループの統一管理の下で出資比率
や協議規定に照らして利益分配と責任分担をする｡さらにそれ以外の緩や
かな連合層の企業はグループの経済方針の指導下で規則や契約規定に基づ
く権利と義務を有し,それぞれが独立経営を行い民事責任を負う｣として
いる｡
企業グループの外部条件は｢まず,企業グループ特に集団公司の経営自
主権を拡大する｡そしてこれに基本建設や技術改造の立案,新製品開発,
営業範囲の設定,自主販売品の価格設定,貿易と技術導入に関する権限を
認めるようにしていく｡次に人民銀行からの許可を得て企業集団の融資や
金融機関との折衝や代理業務を行う｢財務公司｣20を設置することを認め
る｣としている｡
この｢意見｣の公布をきっかけとして,企業グループの誕生と発展が加
速化した｡そして中国人民銀行は連合企業内部における企業間の資金流動
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の障害を排除して企業の資金調達を促進することを目的に, 86年に,東風
汽車(自動車)グループを初めとする13の企業グループに財務公司を設立
することを認めた｡財務公司とは,企業間の資金流動及び社債の発行を主
な業務とする組織である｡
また国務院は1987年4月に｢大型工業連合企業が国家計画の中で計画単
列を実行することについての暫定規定｣の公布を承認した｡この規定によ
り, 15の大型企業グループが国家計画の中における計画単列の対象となっ
た｡計画単列とは計画委員会が作成する国家計画に単独予算項目として扱
われることである｡それにより,これらの企業グループは中央計画部門に
直納し,従来の行政所轄部門による束縛から逃れてより多くの自主権を獲
得することができた｡
(2)企業グループの誕生
以上のようなさまざまな政策措置のバックアップにより, 1986年には,
企業グループが登場し,企業間の関係が経済連合体より一層緊密化した｡
以下に二つの事例を挙げよう｡
第一に,嘉陵グループの事例である｡
四川省重慶にある中央直轄の大型国営企業･嘉陵機械工場は1986年に関
連の深い五社と合併して新企業を設立することを協議し, 87年9月に国務
院の認可を得て,中国嘉陵工業株式有限公司(新嘉陵)という新しい企業
グループを作り出した｡このグループは次の四つの階層から構成される21｡
①新嘉陵であり,参加各社の資産を一体化し,ヒト･カネ･モノと生
産･仕入･販売を統一するグループの主体である｡
②新嘉陵の横断的結合に参加し,新嘉陵の指導下にある元の国営企業で
あって,子会社といわれる｡各子会社はそれぞれ独立採算制をとり,独自
の法人格を有する｡
(彰新嘉陵が全額またはその一部を出資して設立した公司と株式を持ち合
っている企業であり,新嘉陵の主たる生産活動の基本的な部分に協力して
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いる系列会社である｡
④新嘉陵と固定的な協業をしている関連諸企業である｡
第一層と第三層における企業群は資本による結合であり,いわゆる所有
権結合によって形成された企業間関係の形態である｡第四層における企業
群はグル-プとの資本の繋がりがなく,あくまでもグループと生産･技術
上の関連がある特定の生産に特化する協業関係にあるものである｡グルー
プとこれらの企業との間の関係の形態はいわゆる長期取引契約によって結
ばれる企業間関係の形態に属するものであるために,第四層はグループと
緩やかな結合関係しか持っていない｡これらに対して,第二層は何を持っ
てグループと結合されるのかが明らかにされていないが,その組織構造の
階層の順番から推測すれば,第二層に属するメンバー企業とグループとの
結合の度合は第三層と第四層におけるメンバー企業よりも高いであろう｡
第二に鳳風グループの事例である｡
上海市の鳳風グループは,自転車のメーカーであり, 1986年に上海自転
単三廠が上海自転車二廠と合併し,さらに上海自転車四廠と連合すること
によって形成されたものである22｡このグループの93年の生産台数は,
521.3万台,売上高は15.5億元に達しており, 94年の時点で48のメンバー
企業からなる大型企業グループに成長した｡
このグループの中核をなす上記の三つの自転車工場はそれぞれ80年代初
期の中央政府の有名なブランド促進策のもとで上海市の周辺地域にある郷
鎮企業との間に,緩やかな企業間関係を築き上げた｡グループ形成後,企
業間関係が一層緊密化になった｡
このグループは, ①核心企業, ②緊密層企業, ③半緊密層企業, ④緩や
かな層, ⑤協力層企業の五階層((主)②③④の概念は1992年に公布された中
央政府の第96号通達によって決められたものであり, (亘の概念は統一され
ていない)から構成される｡
①核心層は上海自転車三廠の100%の出資によって支配された企業群
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(例えば,江蘇省の昆山自転車工場と無錫小輪自転車工場)からなってい
る｡
②緊密層核心企業の50%以上の出資によって支配される子会社(山東省
の魯南自転車総廠,広西省の玉林自転車総廠など)からなっている｡
③半緊密層は核心企業の50%以下の出資あるいは商標有償使用などの形
で組織されるものからなっている｡
④緩やかな層は核心企業と資産の繋がりがないが,長期的契約で核心企
業に自転車部品を供給している下請関係を持つ企業群からなっている｡核
心企業はこれら企業に対し技術指導を行う｡
⑤協力層は商業,金融,貿易などの生産以外の関連分野で核心企業と協
力関係を結んでいる企業群からなっている｡
(3)企業グループの状況と問題点
1998年末までに形成された経済連合体または企業グループは,経済連合
の規模と範囲から①全国的な経済･技術協力, ②地域的な経済･技術協力,
③企業や研究機関との協力というの三つのタイプに分けられる23｡
①のほとんどは国務院及び各経済主管部門が共同で作成した経済発展戦
略構想24に基づいて形成された水車的連合である｡ ②は地理位置と歴史上
の条件から自然に形成された経済的連携として自発性と平等の原則の下で
進められたものであり,実質的には地域的な協力と業界連合的な特徴を持
つ多次元の結合である｡例えば大河川流域経済連合開発組織の一つである
｢長江沿岸中心都市協会｣や上海を中心にする｢ー日毎経済技術協力会｣な
どがそれである｡ ①と②に対して, ③は企業間の連合であり,水平的連合
の重点である｡また連合の基本的な形式でもある25｡
企業間の連合体は以下のような三つの経路を経過して形成された｡ ①前
段階において形成された工業行政性公司26から変身したもの, ②企業間の
連合から発展してきたもの, ③1987年から始まった企業グループのブーム
の中で生まれたものである｡
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1989年に国家体制改革委員会が36の省･市の企業グループに対して行っ
た調査によれば,この時点で中国の企業グループは次のような特徴があっ
た｡ (∋調査対象の省,市において県級以上の工商行政管理部門に登録した
企業グループは88年の段階で1,630に達した｡ ②大部分が沿海部にあり,
広東,上海,山東,江蘇の四つの省･直轄市だけで全体の40%を占めてい
る｡ (参産業別のグループ数から見れば,製造業が49.30/oを占め,全体に占
める割合が最も高い｡また機械工業,電子工業,軽工業,紡績業の四つの
産業における企業グループの数が全体の41%を占めている｡
以上のような政府の促進政策によって, 1988年までに前段階よりも企業
間がより密接に結合した企業グループが登場することになった｡これは国
有企業組織再編の過程27からも注目に値する｡ 1,630の企業グループの中
には,少数ながらも,生産･技術上の結合のみならず,資産上の結合を行
う企業グループ(新嘉陵グループと鳳風グループ)も現れるようになった｡
以上で述べたように,この時期には全国各地で短期間のうちに大量の企
業グループが一斉に出現した｡しかし,実際に従来の行政性公司が看板を
替えただけのものと,前段階で形成された緩やかな経済連合体がそのほと
んどであった｡核心となる企業と緊密層の企業を備えたと見なしうるグ
ループはわずか280にすぎない28｡その上に,大半の企業グループは原材
料の調達,製品の販売,技術･人材開発などの一般的な経営機能を持って
いるのみであり,貿易と投資の機能を備えているグループはごく一部であ
った｡
4.3　整理段階(1988-92年)
1988-92年に政府は,名前だけの｢企業グループ｣を整理･整頓するこ
とにより,企業グループの組織健全化とその経営機能の向上を目指した｡
具体的に形式上の経済連合体から脱皮を図り,それらを真の企業グループ
に改造することを狙ったものである｡
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(1)企業グループの整理･整頓
1990年に中国共産党の第13期第7回全会が開かれた｡党中央はこの会議
において,企業に合併,再編,連合によって企業組織を再構築させること
を目指した｡そして,企業グループの条件を備えていない企業連合体と,
地方政府と国務院に直属する各部･局に対して｢企業グループを積極に発
展させる具体的政策と措置を制定して,企業組織の再編を推進し,企業組
織の健全化を促進し,計画的に地域を超え部門を超えた競争性のある企業
グループを組織する｣ことを要求した｡
また,国家体制改革委員会は, 1990年にグループの核心企業が投資セン
ターの機能を備えていない企業グループに対して｢企業グループは①集団
の核心, (む緊密層, ③半緊密層, ④協力層の四つの階層を持つ多段階の組
織構造でなければならない｣とした｡
さらに国務院常務会議は1991年初めに, ｢100前後の大型企業グループを
選んで実験を行う｣という方針を打ち出し,多くのタイプの企業グループ
の中でテストを行うことにした｡そして国家体制改革委員会,国家計画委
員会,国務院生産弁公室が国務院に第一回試行した55の企業グループの名
簿を提出した29｡それに応じて1991年12月4日に国務院は｢いくつかの大
型企業グループを選んで実験を行うことについての指示｣を伝達した｡試
行の対象とされた企業には一層大きな自主権を与えられた.その自主権は,
投資,融資,輸出入,国家資産管理,人事,対外交流の六つの面で独自に
意思決定を行うことができることを指す｡
この試行政策の意図は,第7次5カ年計画で制定された重点産業政策か
ら間接的に窺える｡ 1980年代半ば頃から学界,経済政策当局において,日
本の産業政策への関心が高まって来た｡第7次5カ年計画に｢産業政策｣
という用語及びそれに関わる内容が織り込まれたことはその一つの現れで
ある｡そのうち,重点産業に関連する内容は以下である｡
世界銀行の推計によると, 1986年の中国の一人当りGNPは400ドルであ
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ったが,同期の中国GNPベースの第一次産業比率は29.10/0,第二次産業
比率は43.3%と,第二次産業のシェアが比較的高かった｡しかし中国は第
二次産業のシェアの高さに見合った所得水準を享受していない30｡つまり,
第二次産業の生産性が低かったことになる｡その原因は,重工業のみを重
視し,軽工業をおろそかにするという偏った政策にあるとみなされた｡そ
こでこのような政策にもたらされた産業構造の歪みを是正するとともに,
従来の企業組織再編のために,第7次5カ年計画を契機に,冶金工業,塞
化学工業,機械工業･紡績工業の四つの産業を重点産業と設定することや,
これらの産業の大企業を中心とした企業グループ化を推進することによる
産業組織の再編が開始されたのである｡つまり, 1990年代の大型企業グ
ループの試行政策は第7次5カ年計画期における重点産業育成政策の延長
線にあるといえる｡
企業グループの試行政策を打ち出す根拠については,国家経済貿易委員
会副主任である陳清泰氏は国家企業集団試行工作会議で次のように語った｡
｢我が国の工業企業38万社の中に,国有企業は7万社以上あるが,そのう
ち大中型企業は僅か1.47万社である｡しかし,このような大中型の国有企
業は国民経済において重要な位置を占めている｡例えば, 500社の工業企
業はその資産額で全体の37%,売上額で全体の46%,利潤で全体の63%を
占めている｡従って,それらは少数ながら,国民経済における重要な部分
であるといえるであろう｡そのために,中央政府は大型企業,大型企業グ
ループを組織する戦略を打ち出した｣ 31｡
その戦略の内容は五つの部分からなる｡ ① ｢大而仝｣, ｢小而仝｣による
分業の欠点を是正する上で,産業と製品構造の調整を進め,全体の生産性
を高める｡ ②地域や産業を超えて相互の優位性を補完し,発揮する｡ ③企
業が主導性を十分に発揮し,資金を集中して統一配分を行うとともに,メ
ンバー企業の生産･流通･サービスの一体化を促進し,新製品･新技術開
発力を高め,市場の変化に速やかに適応する｡ ④国際市場に安定的地位を
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維持し,それを徐々に拡大させ,国際競争に参加できるようにする｡ ⑤政
府が大企業を核心とするこれらの企業グループのコントロールを通じて,
より一層効果的に多くの中小規模企業の経済活動を導くことを意図してい
ることを示している32｡
(2)企業グループの状況と特徴
国家体制改革委員会は1991年に全国グループについての調査を行った｡
その調査結果の概略は以下である33｡
①全国で企業グループの数はすでに2,500に達しているが,同委員会の
設定する基準に見合う企業グループは431である｡同委員会の基準は,核
心企業が法人を備え,業種管理の機能を兼ねず,かつ3社以上の緊密層の
企業を有していることである｡
②地域別に見て,江蘇省,広東省,上海市,山東省にある企業グループ
は,全国の47･1%を占めており, 1988年のそれより7.1%も増えた｡産業
別に見れば,機械,電子,軽工業品,紡績の四つの産業に属する企業グ
ループは,全国の65.4%を占めており, 1988年のそれより24.4%も増えた｡
(参431の企業グループのなかで,核心企業が大規模であるものは261社,
全体の60.6%を占める｡中規模であるものは170社,全体の39.5%を占め
る｡核心企業の年間売上高が50億元以上に上るものは7社,全体の1.6%,10
-49億元に上るものは40社,全体の9.3%, 1 -9億元に上るものは243社,
全体の55.3%, 1億元未満のものは141社,全体の32.7%を占める｡
④431の企業グループのなかで核心企業との密接な関係において,資本
関係を持つものが165社,全体の38.2%,技術的連携をしているものが26
社,全体の6.0%,行政的関係を持つものは117社,全体の27.1%を占める｡
そのほかに123社が生産指導,プロジェクトの協力,委託生産などによっ
てつながっている｡
(勤企業グループの主要な役割を担っている核心企業の規模が小さく,緊
密層が薄い｡ 431のグループの中で緊密層企業の数が3 -10社のグループ
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は261,全体の60.9%, 10社以上のものは170,全体の39.1%である｡
企業グループの組織構造は次のような特徴を持つ｡
①集団公司(大企業-中核企業), ②緊密層企業(集団公司によって支
配される子会社から形成される), ③半緊密層(集団公司の資本参加によ
って組織される), ④協力層(集団公司と優遇的な固定的協力関係を持つ
企業によって形成される)の四つの階層から構成される｡ 91年末の時点,
企業グループのうちの約五分の-は少なくとも一つの大型企業を中核に,
緊密層,半緊密層及び協力層の四つから構成されて,数十ないし数百に上
る企業群が利益共同体として一体化しているということである34｡企業グ
ループの核心企業の一部ではその投資機能を一段と強化しいる動きが見ら
れる｡この段階で,企業グループを軸にした｢親･子会社｣関係が形成さ
れ,企業間の関係は一層緊密化した｡
しかし,多数の企業グループは製品,技術,設備,生産工程,販売,質
易などを結合手段として結成されており,資産関係は脆弱であり,そのう
え,法人制度は不完全である｡そのために,このような不安定な組織構造
のゆえに,一部の企業が企業グループから離脱しようとすることが考えら
れる｡また,法人制度の不完全のゆえに,企業または企業グループの管理
に行政機関が関与することが排除できない｡この段階では,資産による結
合と法人制度の設立の課題は未解決のままであった｡
4.4　抜本的改革段階(1992-96年)
1992年から,前段階で残された企業間における資産による結合と,企業
の法人制度の整備の二つの課題の解決を図った｡これにより企業グループ
内部組織の安定化,企業経営の独立化の二つの目標を達成させ,企業グ
ループの抜本的改革を図っていた｡
1992年9月に,国家国有資産管理局,国家計画委員会,国家体制改革委
員会,国務院経済貿易弁公室は共同で｢国家の試行企業グループの国有資
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産授権経営についての実施方法｣を公布した｡この方法の主要な内容は緊
密層メンバー企業の国有資産の運営･管理を核心企業である｢集団公司｣
に委託するという方式の普及である｡これにより,核心企業を親会社とし,
緊密層メンバーを子会社とすることによって,グループの結束力を強化す
るのみならず,国有財産の流失を防ぎ,その価値増殖を実現させることを
狙っていた｡中央政府はこのような国有資産授権経営の試行をまず七つの
グループで行い,その後,徐々に普及する方針を採った｡その間に,中央
政府は一つの過渡的措置として,現存のグループに対して,主要な経済活
動に関する｢六つの統一｣を実行することを求めた｡ ｢六つの統一｣の主
な内容は次のようなものである｡
①グループおよびそのメンバー企業の長期計画,年度計画の作成･遂行
を核心企業は計画主管部門に対して責任を負って行う｡ ②請負経営はメン
バーごとではなく,核心企業が所轄部門に対して統一的に行い,緊密層企
業はさらに核心企業に対して請負う｡ ③重大な産業基盤の整備と技術改造
プロジェクトのための返済は核心企業が銀行に対して行う｡ (彰輸出入とそ
れに関連した商業活動は核心企業が統一的に行う｡ ⑤緊密層企業の国有資
産の価値の保全と増加および資本の取引は核心企業が国有資産管理部門に
対して統一的責任を負う｡ (む緊密層企業のトップ経営者の任免は核心企業
が統一的に行う35｡
1993年には中国共産党の14期第3回会議が開催され,ここで, ｢市場経
済体制の確立に関する若干問題の決定｣が公布された｡この｢決定｣の目
的は,市場経済システムを確立するための法制度を整備することである｡
具体的には①法律に基づいて市場の主体である企業を規範化する(会社法,
独資企業法,合弁企業法,株式合作企業法,企業破産法), ②法に従って
市場秩序を維持する(物権法,債権法,証券法,独禁法など), ③法に従
ってマクロ経済の調整を強化する(予算法,税法,計画法,物価法,国債
法国有資産法など), ④法に従って社会保障制度を整備する(公費医療,
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老後養護,失業保険及び社会福祉など), ⑤法に基づいて対外開放を促進
する(対外貿易法,ダンピング禁止法など)ことである36｡
それを契機に,経済改革の重点が市場経済体制の確立や,株式制度･会
社制度などを含む現代企業制度の確立などに移行してきた｡ 1994年頃から
多くの企業グループが国有企業を公司制(会社組織)に改造し始めた｡企
業グループはさらに新たな発展段階に入ったとみることができよう｡
5.結び
以上では1978-96年の中国企業の経営組織の改革過程を概観した｡以下
ではその間の企業間関係の変化を検討する｡
1970年代末から,企業経営の自主権の拡大と企業組織構造の再構築に伴
って,さまざまな形の企業間の関係が形成されるようになった｡企業組織
形態によって企業間の関係も異なる｡これらの関係を表3にまとめた｡
まず, 1970年代末から政府によって創立された公司は一定の意志決定権
を持つことによって,企業としての機能の一部を備え,計画外の生産･販
売を通じて,他の企業と市場でスポット取引関係を結んだ｡
次に,経済連合組織に関しては,上海の経済連合における特徴から見れ
表3　企業組織状態別の企業間の関係
組織形態 舒仂hｭH,ﾈｭhﾅzH+ｸ.ｨ/ﾈｸ-H詹&唏ﾈｸﾘy7畏r  
企業間関係の形態 僭ﾘ樣Z度合  
個別企業 企業性公司 倡8ｨ竧盾価格 ﾈ6(6r     
経済連合体 xｯｨ竧処ﾅ製品.技術.情報 豫(*      
企業集団 ??ｩtﾈﾊ?(∋資本.合弁 宙?自?峇?
(む経営権 ???定8ｨ?5?②緊密化 
③長期取引契約 )ｹV定ｵｨﾂり饑(参緩やか ₩        
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ば,グループ内部の企業間で技術,経営資源などのソフト面と,土地･労
働力などのハード面における連携があって,相互補完関係が締結された｡
そのような生産要素に関するグループ内部の企業間の取引関係は市場の取
引関係より安定的であるし,またそれによって取引費用も節約できる｡し
かし,経済連合組織形態はまだ資本による結合と経営統一による結合では
なく,技術,経営指導などの長期取引契約によって結ばれる緩やかな連合
体にすぎない｡
1986年には,中央政府の諸政策措置の推進の下で,経済連合体より企業
関係が一層緊密化される企業グループが登場することになった｡
上述したように,国家体制改革委員会の1991年の調査に基づき,企業グ
ループといえるものは431に達した｡それらの企業グループの内部組織構
造は以上で取り上げられた｢新嘉陵｣企業グループと｢鳳風｣企業グルー
プの組織構造に類似する｡つまり,企業グループにおいて,メンバー企業
の間に表3が示しているように,資本連携,経営権契約,長期取引契約な
どによって多様な企業間関係が形成された｡十数年にわたる国有企業の改
革によって,企業グループを軸とするさまざまな企業間関係の形態が形成
されたことから,従来の｢大而仝｣, ｢小而仝｣という自己完結型の組織構
造は改造されたと評価することができるであろう｡
しかし, 1990年代半ばまでは,中国の企業グループの歴史はまだ浅く,
また株式制度の普及もなかったため,大企業同士の株式の相互持ち合いに
基づく｢水平型｣の企業グループの形成は僅かであった｡さらに,これま
での企業組織再編過程では,政府が主導的な役割を果してきた｡そして政
府の関与手段は,相変わらず,伝統的な計画手法と行政的手段を主とする
ものである｡しかし,政府が直接的に企業グループの組織化にかかわるこ
とは,従来の政府依存状態からの分離や日本で見られるような通常の企業
グループの構築に対して,大きな障樽になっている｡この意味でもまた,
市場経済や民営企業を発展させるためには,政府と企業を徹底的に分離さ
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せることが非常に重要であると思われる｡ 90年代後半以後の中国政府の行
政改革や民営化の進展と企業グループの発展に関しては,今後の課題とし
たい｡
注)
1　中国工商企業名緑編輯部(1981) p.3を参照｡
2　国家統計局(1992) p.406を参照｡
3　国家統計局(1995) p.28およびp.377を参照｡ 1945-57年の工農業製品を52年
の不変価格で表わし, 1971-81年の工農業製品の価格を70年の不変価格で表わし
て計算したもの｡ 52年から70年代までの物価上昇率は無視してもいいほど小さか
った｡
4　国家統計局(1995) p.27を参照｡
5　李国強(1989) p.126を参照｡
6　小宮隆太郎(1989) p.246を参照｡
7　張力軍(1993) p.29を参照｡
8　張力軍(1993) p.29を参照｡
9　省級政府:省,自治区,直轄市の政府を指す｡市政府:省に属する市級政府を
含む｡ A企業:直接に部の指導を受ける企業｡改革前の直属企業あるいは直供企
業(購入,生産,販売は中央政府が管理し,人事,財務は地方政府が管理｡ 80年
代後期に廃止)に似ており,省と市の二重の指導を同時に受ける｡B, C, D企
業:それぞれ省,市,県の指導を受け,一般に地方企業と呼ばれる｡E企業:
郷･郷･鎮企業とも呼ばれ,郷･鎮政府が管理する一部の私営,個人企業をも含
む｡
10　関満博(1993) pp.16-17を参照｡
11小官隆太郎(1989) p.77を参照｡
12　許沫新(1988) pp.160-61を参照｡事業部門とは生産や経営による成果を求め
る必要のない部門である｡学校,病院,研究機関などがこれに当たる｡
13　源仲動(1982) pp.190-91を参照｡
14　国家経済膿制改革委員曾(1995) p.172を参照｡
15　中囲改革輿蓉展報告尊家組(1995) p.243を参照｡
16　高柳靖子(1993) p.51を参照｡
17　陳佳貴(1996) p.171を参照｡
18　普代中園的経済管理編集部(1986) p.450を参照｡
19　国家経貿委企業司(1995) p.31を参照｡
20　財務公司とはグループ内の資金を統一的に管理し,企業グループ内部で資金の
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融資を行う｡グループ内における金融機関に相当するものである｡中国銀行の許
可を得れば,債券と株式を発行することもできる｡
21小嶋正巳(1993) p.184, p.191を参照｡
22　孫宏葬(1995) pp.34-35を参照｡
23　張撃仕(1995) pp.40-42を参照｡
24　経済発略構想とは①中国の東部,中部,西部の経済地域間の経済･技術協力に
よる地域間経済格差の縮小, ②中央と地方間の連合と協力によるインフラの整備,
③内陸の軍需工業部門と沿岸地区工業部門における連合･協力による軍需生産力
の民需への転換促進を目的とするものである｡
25　張学仕(1995) pp.43を参照｡
26　工業行政公司とは政府側は行政機関のスリム化を目的に,産業別の管理局を企
業化したものである｡
27 1949年以来,中国の企業組織再編は三回にわたって行われた｡第一次5カ年計
画期中の民族資本主義工商業に対して社会主義的改造を行っている時期にあたる
55年前後,多数の｢専業公司｣が設立された｡これは企業組織再編の最初の試み
であった｡その目的は産業別トラストを組織することにあった｡次に, 60年代前
半に,経済調整を行うとともに,工業･交通トラストを組織する試みが行われた｡
しかしこの二回の企業組織再編はいずれも失敗に終わった｡第三回の企業組織再
編が本稿で述べている一連の過程である｡
28　劉鉄明(1995) pp.176-177を参照｡
29　囲家経貿委企業司(1995) pp.315-318を参照｡
30　栗林鏡夫(1989) pp.36-37を参照｡
31囲家経貿委企業司(1995) p.14を参照｡
32　囲家経貿委企業司(1995) p.30を参照｡
33　国家経貿委企業司(1995) p.30を参照｡
34　陳文障(1996) pp.ll-14を参照｡
35　李有栄(1994) p.24を参照｡
36　国家経貿委企業司(1995) p.33を参照｡
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